ハンドマイク原稿例（参院選挙大争点・消費税１０％増税問題）６月２０日　党県政策宣伝センター
●●のみなさん、こんにちは。日本共産党●●支部（後援会）です。この場所をお借りして、日本共産党の訴えをさせていただきます。よろしくお願いいたします。
みなさん、菅民主党政権は、法人税減税とセットで消費税を増税する方針をはっきり打ち出しました。しかも菅首相自身が１０％という数字を記者会見で出しました。参議院選挙の一大争点として、消費税増税問題が一気に前面に出てまいりました。

こんどの参議院選挙。この消費税増税問題でも、普天間基地の押し付け問題でも、民主党と自民党の大連立状態がうまれています。こうした中で日本共産党だけが、普天間基地の無条件撤去をはっきり主張すると同時に、消費税の大増税を許さない、という構図が、いよいよはっきりしてきました。

みなさん、消費税が１０％になったらどうなるのでしょうか。第一に、消費税１０％増税で、４人家族で年間平均１６万円の負担増になり、今でも苦しい私たちの暮らしを壊し、中小企業の経営をいっそう悪化させるモノです。しかも消費税は、何よりも所得の少ない人に重くのしかかる最悪の不公平税制です。いま苦しい人たちをさらに打ちのめす、こんなことは絶対に許せません。
第二に、消費税１０％増税は、法人税１５％の引き下げとセットなら、消費税の５％の増税分はほとんどが法人税の減税分に消えてしまいます。財政再建にも、社会保障の財源にもなりません。
実際、消費税が導入されて２２年間で、消費税の税収は総額で２２４兆円になりますが、同時期の法人３税の減収は２０８兆円にのぼります。消費税は、「社会保障のため」といって導入・増税されましたが、実態は、法人税の減収分の「穴埋め」になってしまったではありませんか。
第三に、消費税増税は、庶民の家計を壊し、消費を冷やし、その結果、いまでも悪い景気をいよいよ悪化させるだけです。これまでも消費税を増税したあとは景気が悪くなっただけでした。暮らしと景気を破壊し、日本経済の危機を深刻にする消費税増税に、日本共産党は断固反対します。
みなさん、日本経団連は４月に発表した「成長戦略２０１０」というビジョンで、「消費税を一刻も早く引き上げ」、「法人税の減税」を求めています。民主党も自民党も、大企業減税の財源に消費税１０％にするといっているのは、こうした財界の横暴勝手な要求に従ったものでしかありません。
消費税増税しなくてもくらしと景気を温める財源は十分にあります。年間約５兆円の軍事費にメスを入れます。とりわけ、年間３３７０億円という史上最高となっている米軍への「思いやり予算」や米軍再編費は撤廃します。税金を政党が分け取りする年間３２０億円もの政党助成金を撤廃します。
あわせて、行き過ぎた大企業・大金持ち減税を抜本的に見直します。現在１０％の証券優遇税制を２０％に戻します。大金持ち優遇で下げすぎた所得税・相続税の最高税率を元に戻します。大企業への研究開発減税など優遇税制をあらため、下げすぎた大企業にたいする法人税率を段階的に元に戻します。こうした国の財政の歳入と歳出の改革によって、７兆円～１２兆円程度の財源がつくれます。
さらにみなさん、大企業は大儲けを２２９兆円も内部留保としてため込んでいます。過剰な内部留保と利益を、雇用と中小企業など社会に還元し、家計や内需主導の健全な経済成長の軌道にのせて、税収を確保します。日本経済が健全な成長の軌道にのれば、長期的に安定的な税収増が見込めます。消費税に頼らなくても、安心できる社会保障の財源は中長期的にも十分につくることができるのです。
みなさん、７月１１日投票の参議院選挙。財界の横暴勝手に正面からモノを言える日本共産党、アメリカにはっきり道理を主張できる日本共産党を伸ばして、暮らしを守り経済を立て直そうではありませんか。ご支援、心からお願いいたします。比例代表は日本共産党と政党名を、よろしくお願いします。この地域では、新人のかわえ明美が活動しています。愛知選挙区は八田ひろ子元参院議員の国会秘書を６年間つとめ、豊田市で生まれ育った愛知の大型新人、もとむら伸子、と候補者名でお願いします。愛知県民の声を国会に届け、すぐお役にたつことができます。
みなさん、日本共産党の「しんぶん赤旗」は、世の中の真実がわかり、明日が見えるしんぶんです。この機会にぜひお読みください。毎日お届けする日刊紙は月二千九百円です。毎週一回お届けする、楽しくためになる日曜版は月八百円です。
以上で、この場での訴えを終わります。ありがとうございました。

